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特　集

　
様
々
な
分
野
に
お
け
る
法
改
正
は
毎

年
行
わ
れ
て
お
り
、
今
ま
で
の
仕
組
み

を
大
き
く
変
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
場

合
も
あ
る
な
ど
、
事
業
主
に
と
っ
て
は

頭
を
悩
ま
せ
る
も
の
の
一
つ
で
す
。

　
し
か
し
、
雇
用
に
関
わ
る
法
改
正
に

つ
い
て
変
更
点
を
知
り
、
改
善
し
て
お

か
な
い
と
、
思
わ
ぬ
ト
ラ
ブ
ル
か
ら
従

業
員
の
離
職
に
繋
が
る
可
能
性
も
出
て

き
ま
す
。
一
人
で
も
戦
力
を
失
う
こ
と

は
事
業
所
に
と
っ
て
は
大
き
な
痛
手
と

な
り
ま
す
。

　
今
年
、
「
育
児
・
介
護
休
業
法
」
や

「
高
年
齢
者
雇
用
安
定
法
」
な
ど
、
雇

用
に
関
わ
る
法
も
改
正
さ
れ
て
い
ま
す
。

そ
れ
ぞ
れ
、
ど
の
よ
う
な
改
正
内
容
な

の
で
し
ょ
う
か
。

　
２
０
２
１
年
１
月
１
日
に
新
し
い「
育

児
・
介
護
休
業
法
」
が
施
行
さ
れ
ま
し

た
。
今
回
の
法
改
正
に
よ
り
、
「
子
の

看
護
休
暇
・
介
護
休
暇
」
に
つ
い
て
取

得
単
位
と
取
得
対
象
労
働
者
に
変
更
が

生
じ
ま
す
。

　
「
子
の
看
護
休
暇
・
介
護
休
暇
」
と

は
、
「
育
児
・
介
護
休
業
法
」
で
定
め

ら
れ
て
い
る
休
暇
制
度
で
す
。
対
象
と

な
る
労
働
者
は
、
年
次
有
給
休
暇
と
は

別
に
、
こ
の
休
暇
を
取
得
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

　
「
子
の
看
護
休
暇
・
介
護
休
暇
」
は

労
働
者
か
ら
取
得
の
申
し
出
が
あ
っ
た

場
合
、
原
則
的
に
事
業
主
は
拒
む
こ
と

が
で
き
ま
せ
ん
。
こ
れ
ま
で
は

・
半
日
単
位
で
の
取
得
が
可
能

・
１
日
の
所
定
労
働
時
間
が
４
時
間
以

下
の
労
働
者
は
取
得
で
き
な
い

と
な
っ
て
い
ま
し
た
が
、
今
回
の
改
正

に
よ
り

・
時
間
単
位
で
の
取
得
が
可
能

・
全
て
の
労
働
者
が
取
得
で
き
る

と
な
り
ま
し
た
。

　
少
子
高
齢
化
が
進
み
、
労
働
人
口
が

減
少
す
る
現
代
で
、
高
い
知
識
と
技
術

力
を
持
ち
、
働
く
意
欲
と
能
力
の
あ
る

高
年
齢
者
の
積
極
的
活
用
は
企
業
に
と

っ
て
の
メ
リ
ッ
ト
も
多
く
必
要
不
可
欠

で
す
。

　
高
年
齢
者
雇
用
安
定
法
の
改
正
は
、

少
子
高
齢
化
の
急
速
な
進
展
と
、
労
働

人
口
が
減
少
す
る
環
境
下
で
経
済
社
会

の
活
力
を
維
持
す
る
た
め
に
、
70
才
ま

で
の
就
業
機
会
の
確
保
に
つ
い
て
、
多

様
な
選
択
肢
を
法
制
度
上
整
え
る
こ
と

を
目
的
に
、
２
０
２
１
年
４
月
か
ら
実

施
さ
れ
ま
し
た
。

　
こ
れ
ま
で
、
65
歳
ま
で
の
雇
用
確
保

が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
し
た
が
、
プ

ラ
ス
70
歳
ま
で
の
就
業
確
保
措
置
を
講

じ
る
こ
と
が
「
努
力
義
務
」
と
な
っ
た

と
い
う
こ
と
で
す
。

　
大
企
業
は
２
０
２
０
年
４
月
か
ら
、

中
小
企
業
は
２
０
２
１
年
４
月
か
ら
正

社
員
と
非
正
規
雇
用
労
働
者
（
短
時
間

労
働
者
・
有
期
雇
用
労
働
者
）
の
間
の

不
合
理
な
待
遇
差
を
解
消
す
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
が
「
同
一

労
働
同
一
賃
金
」
で
、

①
基
本
給
や
賞
与
、
手
当
、
福
利
厚
生

な
ど
あ
ら
ゆ
る
待
遇
に
つ
い
て
、
不
合

理
な
差
を
設
け
る
こ
と
の
禁
止

②
短
時
間
労
働
者
・
有
期
雇
用
労
働
者

か
ら
、
正
社
員
と
の
待
遇
の
違
い
や
そ

の
理
由
な
ど
に
つ
い
て
説
明
を
求
め
ら

れ
た
場
合
は
、
説
明
を
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

　
ま
ず
は
自
社
の
状
況
を
考
え
て
み
ま

し
ょ
う
。

　
項
目
②
で
単
に
「
パ
ー
ト
だ
か
ら
」

「
将
来
の
役
割
期
待
が
異
な
る
た
め
」

と
い
う
主
観
的
・
抽
象
的
理
由
で
は
、

待
遇
の
違
い
に
つ
い
て
の
説
明
に
は
な

り
ま
せ
ん
。

　
「
説
明
が
で
き
な
い
」
場
合
、
待
遇

の
違
い
が
不
合
理
で
あ
る
と
判
断
さ
れ

る
可
能
性
が
あ
る
の
で
、
改
善
に
向
け

て
取
り
組
み
を
進
め
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
。

　
正
社
員
と
①
職
務
内
容
（
業
務
の
内

容
＋
責
任
の
程
度
）
②
職
務
内
容
・
配

置
の
変
更
範
囲
（
転
勤
、
人
事
異
動
、

昇
進
な
ど
の
有
無
や
範
囲
）
③
そ
の
他

の
事
情
の
違
い
に
応
じ
た
範
囲
内
で
待

遇
を
決
定
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
正
社
員
と
①
②
と
も
に
同
じ
場
合
、

す
べ
て
の
待
遇
に
つ
い
て
、
差
別
的
に

取
り
扱
う
こ
と
が
禁
止
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
同
一
労
働
同
一
賃
金
を
考
え
る
際
に

大
切
な
こ
と
は
、
合
理
的
で
あ
る
と
説

明
が
で
き
る
の
か
ど
う
か
で
す
。
ま
た
、

合
理
的
で
あ
っ
た
と
し
て
も
、
労
使
間

で
話
し
あ
い
、
納
得
し
て
も
ら
え
る
よ

う
に
丁
寧
に
説
明
を
す
る
よ
う
に
し
ま

し
ょ
う
。

　現在、日本には役員を除く雇用者が5601万人おり（総務省労働局調査：令和３年１月～３月平均）、
そのうち，正規の職員・従業員は3546万人，非正規の職員・従業員は2055万人となっています。
　従業員を定着させるためには、まず法に則った雇用環境を整えることが重要です。今月の特集は、雇
用に関わる法改正及び従業員の技術力アップについてその概要をまとめました。

法改正に対応した雇用環境を整える
労働力を確保するために労働力を確保するために

育
児
・
介
護
休
業
法

同
一
労
働
同
一
賃
金
と
は
？

高
年
齢
者
雇
用
安
定
法

　
こ
こ
に
注
意
！

　

「
時
間
」
と
は
、
１
時
間
の
整
数
倍

の
時
間
を
い
い
、
労
働
者
か
ら
の
申
し

出
に
応
じ
、
労
働
者
の
希
望
す
る
時
間

数
で
取
得
で
き
る
よ
う
に
し
ま
す
。

　

法
令
で
求
め
ら
れ
て
い
る
の
は
、
い

わ
ゆ
る
「
中
抜
け
」
な
し
の
時
間
単
位

休
暇
で
す
。

　

法
を
上
回
る
制
度
と
し
て「
中
抜
け
」

あ
り
の
休
暇
制
度
を
認
め
る
よ
う
に
配

慮
を
お
願
い
し
ま
す
。

※

「
中
抜
け
」
と
は
、
就
業
時
間
の
途

中
か
ら
時
間
単
位
の
休
暇
を
取
得
し
、

就
業
時
間
の
途
中
に
再
び
戻
る
こ
と
を

指
し
ま
す
。

　
こ
こ
に
注
意
！

　

70
歳
ま
で
の
就
業
の
確
保
が
努
力
義

務
と
な
る
こ
と
か
ら
、
契
約
期
間
を
定

め
る
と
き
は
む
や
み
に
短
い
契
約
期
間

と
す
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
し
ま
す
。

　

ま
た
、
高
年
齢
者
の
ニ
ー
ズ
や
知
識
・

経
験
・
能
力
を
踏
ま
え
て
、
業
務
内
容

や
高
年
齢
者
に
支
払
う
金
銭
等
を
決
定

す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
で
し
ょ
う
。

①
正
社
員
と
短
時
間
労
働
者
・
有

期
雇
用
労
働
者
の
待
遇
に
違
い
は

あ
る
か
？

⬅

②
待
遇
の
違
い
が
働
き
方
や
役
割

　

の
違
い
に
応
じ
た
も
の
で
あ
る
と

説
明
が
で
き
る
か
？

①現在の就業規則を改定する
②時間単位での休暇取得が難しい業務にも対応する
　子の看護休暇や介護休暇を時間単位で取得することが困難な業務がある場合は、労使協定を締結することにより、時
　間単位の休暇制度の対象からその業務に従事する労働者を除外することができます。労使で十分に話し合いましょう。 
③労働条件の不利益変更に注意する
　就業規則を変える際「既存の規定を下回る変更になっていないか」という点に気を付けましょう。
　すでに30分単位での取得ができていた企業が、これを機に時間単位での取得のみを認めるように就業規則を変更す
　れば、労働者にとっては、変更前の規定よりも不利益なものになります。
　また、既に「中抜け」ありの休暇を導入している企業が「中抜け」なしの休暇とすることは、労働者にとって不利益な労働
　条件の変更になります。
　就業規則改定の際は、改正された法令の基準を順守しているかだけでなく、変更後の規定が従来の労働条件を下回
　っていないかも、必ず確認してください。

・定年を65歳以上70歳未満に定めている事業主
・65歳までの継続雇用制度を導入している事業主

　次の①～⑤のいずれかの措置を講じるよう努める必要があ
ります。
　　①70歳までの定年引上げ
　　②定年制の廃止
　　③70歳までの継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長制
　　　度）の導入
　　④70歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の導入
　　⑤70歳まで継続的に以下の事業に従事できる制度の導
　　　入
　　　A.事業主が自ら実施する社会貢献事業
　　　B.事業主が委託、出資（資金提供）等する団体が行う
　　　　社会貢献事業

・65歳超雇用推進助成金
　　65歳以上への定年引き上げ等の取り組みをおこなった事
　業主に対して、助成金を支給する制度です。生涯現役社会
　の実現のため、高年齢者の就労機会の確保および希望者全
　員が安心して働ける雇用基盤の整備を目的としています。
　

★★事業所がすべきことは★★

★★対象となる事業主★★

★★対象となる措置★★

★★高年齢者雇用のための助成制度★★
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